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　わが国の小売業は，大規模小売店舗法（大店法）の改正にともなう流通分野の規制緩和が進むな
かで，消費者ニーズの多様化，ライフスタイルの変化，モータリゼーションの進展等により，商業
市街地の整備振興や商業集積の拡充が大きな問題となっている。生活者（消費者）の購買行動は都
市に来た時，商店街に到達した時，店舗に足を踏み入れた時，その第一印象によって得た情報によ
り，以後の行動が決定すると言われているが，既存商店街が，立地，店舗施設，機能を今日の姿の
ままで生き残ることは無理であり，そのためには，商業集積を核とした新たな街づくりが必要であ
る。地域市民にとって市街地が，誇りをもってその都市で生活することに喜びを感じられるもので
なければならない。
　都市再開発は，商店街を構成している店舗の繁栄のためだけではなく，都市の衰退に歯止めをか
け，街を繁栄に導くための有力な手段として注目されている。また，都市再開発の視点で小売業を
考えることは，小売業が街の重要な構成要素になっているからである。どんな地方都市でも街の中
心には，商店街が存在している。商店街や商業集積は，都市化社会において欠くことのできない社
会資本であり，そのためには，消費者の期待に応える商業施設基盤を有していかなければ小売業と
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して生き残ることは難しい。商店街の美観を向上させ，消費者の利便性を高め，商店街の魅力をア
ップして行くことが重要である。
　また，都市再開発にあたっては，地域社会や地域商業に直接およぼす影響についても考慮が必要
である。単に都市再開発がなされたからといって，商店街が繁栄されるという保証はない。そこに
は，地域社会に小売業が立地して利益をもたらす経済的要素が必要である。それは，地域社会から
引き出すことのできる商圏であり，既存あるいは潜在的な購買力等である。すべての小売業が消費
者を誘引し，商売を発展させることに成功することはできない。経済的要素の潜在性について十分
な検討を加えることが必要であり，21世紀の小売業の繁栄は，小売業者が環境変化に対していかな
る取り組みをするかにかかっていると言ってよい。
　本論では，都市再開発の進むなかで，小売業の新しい方向を探るために経済活動と商業を地域と
いう視点から捉え，小売業の役割と機能を明らかにし，事例研究においては，相模原市の相模大野
駅周辺地区における都市再開発事業に検討を加えて，地域商業の近代化，活性化の方向について提
言をしていくことにする。
1　経済活動と商業
　1。都市化と商業
　経済発展には，物財生産力の増加，生産の地域的な拡大と集中化，専門化，多様化が進行する。
その上，人口の増加と地域分布の変動，所得水準の上昇，消費構造の変化等もみられる1）。
　都市化（urbanization）を定義すると，非都市地域（nonurban　area）から都市地域への人々の移
動による人口集中の過程でもあり，また，農村地域や小さなコミュニティから大きな都市集積への
人口移動によってもたらされる都市成長の過程とも言える2》。1985年国政調査人口でみると，総人口
約1億2，100万人のうち約45％にあたる5，500万人が大都市圏に，約55％の6，600万人が地方圏に居住
している3）。地方圏のなかにあって地方都市は，都市化現象の影響を受け，経済，社会，文化の中心
的機能を果たしながら，周辺地域から人口を吸収し発展し続けた。
　商業は，都市と重要な関わりをもっている。都市には多くの人々が住んでおり，消費者ニーズに
対応した商品を提供する小売業が集積してくる。どのような小売業が，どのような形で集積し，全
体としてどのように商品を提供しているかで，都市（地域）消費者の生活の質は，大きく規定され
る4）。このように，消費者の日常生活に直接関係する商業は，性格上都市の発展に左右される立地産
業としての特徴をもっているといえる。
　2．地域商業と消費者
　地域の範囲については，さまざまな規定や区分がなされている。また，地域の範囲は次第に広域
になってきている。個人の行動範囲によっても地域のもつ規模も異なってこよう5）。
　地域社会に存在する地域商業は，消費者との深い相互理解とコンセンサスのうえに存在できるも
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のであり，消費者不在の地域商業の存立は，もはやありえないと言ってよい。都市再開発と小売業
との関係も，再開発地域に単に小売業を誘致すればよいのではなく，その地域社会の諸条件（土壌）
に根を下ろし，情況のなかで成長する小売業であることが望ましい。進出する小売業は，地域商業
の情況に適合しうる企業体質を有していることが最低限度の条件である8）。地域商業が地域社会に
存在することの意義を再考し，消費者にとって小売業がいかなる社会性を求められているかを良く
理解することが商業経営の原点である。そのような経営の資本姿勢からは，はじめて小売業が消費
者によって“うちのお店”としての意識と支援が得られ，地域社会のなかに根を張ることができる
のである7）。
　また，地域商業の盛衰に最も大きな影響を与えるのが，消費者人口の増減・流動・移動性である。
都市の機能が分化して，高度化すればするほど，周辺地域からの消費者の流入を促進する。活力の
ある商店街をもつ地域に消費者が流入し，周辺の地域消費者を吸収してしまう。地域商業は，地域
社会に存立の基盤をもち，消費者によって育てられるという基本的な考え方にたって，地域商業の
社会的責任を果たさなければならない。そして，消費者によって支えられ，地域的風土のなかに根
を下ろした地域商業は，地域経済の担い手として重要な役割を果たしている。
　3．地域主義と国際化
　地域の再開発を実現するためには，地域経済の自立が必要である。地域主義は，地域を土台にし
て社会の再組織化しようとする考え方であり，地域の主体性を尊重し，地域的結合性と地域的独自
性を重視しようと言うのである8）。そして，地域社会的風土に根ざした商業基盤の形成とともに，地
域と地域商業の利益を目指した小売業の存在は，地域主義の「核」であると言ってよい9）。
　日米構造会議の中で取り上げられた大店法に対する国内の論議は，①大型店の傍若無人な進出を
非とし，中小小売店で形成する地域商業の文化的・便宜的意識，社会政策としての必要性をあげる
グループ，②大型店の進出を是とし，国際化社会における自由競争の必要性，自由競争による消費
者価格の低下等を通した消費者の機会損失削減・利益増加をあげるグループ，がある1°｝。両グループ
ともに，大型店の進出の是非に関する限り，地域主義と国際化の観点から小売業のあり方やタイミ
ングによっては正しくもあり，誤っている。すなわち，安定的な地域社会の発展は，均衡ある地域
商業の発展なくしては望めないからである。
　小売業は，市場原理にもとつく原則自由・例外規制を基礎に拡大・成長そして国際化を進めて来
た。しかし，その行動は極端な成長主義効率主義，経済主義であったことの反省が目立って来て
いる。近年，“共存共栄”，“共生”，“棲み分け”，“協調”そして“地球企業”が叫ばれるのはその証
である11）。わが国の国際的地位にふさわしい市場アクセスの改善と国際化の進展に対応した制度・仕
組みの国際的調和に積極的に取り組む必要があり，とくに，国民生活の豊さの実現のためには，内
外価格差の縮小，国際的に均衡ある物価水準，多様なニーズに対応した供給構造へと変革していく
ことである12）。このような今日的問題を含めて，精神的，文化的，経済的に豊かな地域社会の創造は，
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地域と地域商業との合理的な結合によって生まれるものであり，地域と小売業の一体化のなかに利
益の創造的基盤があると言ってよい13）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）鈴木安昭稿「日本の商業の展開」，鈴木安昭・田村正紀著者『商業論』有斐閣，1980年，28ページ参照。
2）横山昭市著者「首都」大明堂，1988年，44ページ参照。
3）蓼沼朗寿著者『地域政策論j〔第2次改定版〕学陽書房，1991年，208ページ参照。
4）田島義博稿「流通機能の効率化政策」久保村隆祐・田島義i博・森宏著者r流通政策」中央経済社，1982年，71ペ
　　ージ参照。
5）百瀬恵夫稿「地域産業の風土性とコミュニティ」，百瀬恵夫・木谷一松編者r地域産業とコミュニティ』白桃書房，
　　1986年，5～6ページ参照。
6）百瀬恵夫著者「中小工業団地の理論と政策』白桃書房，1979年，16ページ参照。
7）　前掲「中小工業団地の理論と政策j16ページ参照。
8）清成忠男著者r地域主義の時代」東洋経済新報社，1978年，4ページ参照。
9）前掲r中小工業団地の理論と政策」18ページ参照。
10）斉藤実男稿「市場開放の促進⊥鈴木武編者「現代の流通問題一政策と課題一』東洋経済新報社，1991年，222ペ
　　ージ参照。
11）根本孝・G．G．　Poeth共著rカンパニー資本主義」中央経済社，1992年，136ページ参照。
12）　百瀬恵夫稿「規制緩和の問題性と中小企業組合」，百瀬恵夫・伊藤正昭編老『中小企業論』白桃書房，1991年，
　　294ページ参照。
13）　前掲「中小工業団地の理論と政策」18ページ参照。
II　小売業の概念と役割
　1．小売業の概念
　小売業（retailing）とは，商品を生産者から最終消費者に流通させる商業であり，そして，小売商
（retailer）とは，小売りによる販売業を意味し，消費者に商品を販売する商人を指している。また，
小売店（retailstore）は消費者に商品を販売する店舗を意味している1｝。アメリカ・マーケティング
協会の定義によれば「小売りとは，最終消費者（ultimateconsumers）に対しての販売活動を言う。」
と規定している。したがって，消費者の商品購入は，再販売のためになされるのではなく，個人ま
たは家庭などで消費および使用するためになされるのであって，つぎの流通経路が全く見られない
場合を，小売りとして理解することもできる2）。
　そして，小売業の成立基盤は，潜在的な消費マーケットが存在している上で消費者志向であり，
顕在的な消費者のニーズ（needs）やウォンツ（wants）に応えられない小売業は，存立の余地はな
いと言える。
　1988年における日本の小売業全体をみると店舗数は162万店，従業者数は685万人，年間販売額は
115兆円となっている。そのうち，中小小売業は店舗数で161万店，従業者数で603万人，年間販売額
で90兆円となっている（図表II－1－1）。また，従業者1人当たり販売額では，従業者50人以下の
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図表ll－1－1小売業全体における中小小売店の割合
1988年 日本の小売業 中小小売業 中小小売業ﾌ占める割合
店　舗　数 162万店 161万店 99．4％
従業者数 685万人 603万人 88．0％
年間販売額 115兆円 90兆円 78．3％
店舗で年間900万円に対して，従業者50人以上の店舗で年間3，000万円となっており，3．3倍の格差が
ある。このような統計から日本の小売業の特徴は「零細過多」と言える。
　2．小売業の役割と機能
　　小売業は，地域に自然的，歴史的，社会的，精神的風土を背景として定着している。小売業が
地域のなかで，どのようなかかわりをしているかを検討してみる。
　（1）役割については，いろいろな考え方がある。ここでは，3つのポイントに絞って考えてみる3）。
　①消費生活の向上への貢献である。小売業は，単なる物品販売業ではなく，消費者の生活の質
を高め，ゆとりある新しい生活文化を積極的に創造しなければならない。消費者ニーズが多様化し，
高度化している情況のなかで，消費者に満足してもらえる商品・サービスをリーズナブルな価格で
提供するばかりでなく，それにともなう新しい消費活動，ライフスタイルを提案することである。
　②地域のコミュニティ活動への貢献である。モータリゼーションの進展と地域社会の発展，変
化とともに消費行動が広域化されている。しかも，消費者が単に必要な商品だけを購入する店舗だ
けでなく，アメニティ性やアミューズメント性を含んだ，コミュニティ形成のふれあいの場がある
小売業の集積が求められている。また，小売業は，地域のコミュニティ活動として，たとえば，お
祭りの企画・実施学校のPTA活動，消防署，警察署等への強力が要請されている。このように，
小売業は，コミュニティ活動の場の提供とともに，担い手としても期待されている。
　③良好な競争環境形成の寄与である。企業家精神を発揮し，顧客満足が提供できる意欲ある小
売店の存在や参入は，小売業全体の活性化につながるものと考えられる。そして，地域における商
業基盤の拡充も，また，小売業の繁栄につながることを認識すべきである。たとえば，地域商店街
において中小小売店と大型店が共存共栄し，消費者のために競争することは，地域消費者に経済的・
社会的利益を増大させることになる。都市化の進展とともに小売業は，地域社会にとって1つの中
心的な役割を担っており，地域に密着した産業と言える。
　（2）小売業の機能については，（a）消費者，（b）卸売業，（c）メーカー，に対しての3つの観点から論
ずることができる（図表II－2－1）。しかし，本項では，消費者に対する小売業の社会的機能を捉
えることにする4）。
　①商品購入の便利さの提供である。消費者は，衣・食・住・レジャー用品と言った消費財を小
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図表11　－2－1小売業の機能
①便利さの提供
＠消費者に対して ②情報提供
③レジャー機会の提供
①購入者
◎小売業の機能 ⑤卸売業に対して ②物流機能
③商品保管機能など
①顧客の発見
◎メーカーに対して ②価格の実現
③販売の完結
資料：牛窪一省著者『商圏開発の戦略と実践一工りア・マーケテ
　　　ィングによる成長店づくり一』ダイヤモンド社，1981年，
　　47ページより作成。
売店から購入している。消費者が必要とする消費財をどこで購入するかは，消費者が常に決定しな
ければならない問題である。したがって小売業は，消費者志向を出発点として消費財の社会的分配
を効率的に行い，消費者に便利さを提供している。
　②情報の提供者である。小売店は，サイン，POP，ショーウインドー，あるいはテレビ・ラジ
オCM，新聞・雑誌広告，チラシ配布等によって，商品に関する情報や消費者におこなおうとしてい
るサービスに関する情報を提供している。どんな商品が，どんな価格で販売されているかを消費者
に告知することは，小売業の重要な仕事である。これによって消費者は，スムーズに商品を選択し，
購入決定できる。このように，情報の提供によって競争相手よりも有利に顧客を獲得し，一度獲得
した顧客を固定顧客にすべく，維持活動を行っている。
　③レジャー機会の提供者である。消費者は，経済の成熟化とともに自らの価値観やライフスタ
イルに応じて，生きるための消費から豊かさのための消費にへと変革している。それにともない，
時間消費型消費が一段と進み，とくに，レジャー，スポーツと言った能動的な消費が増大すると予
測される。小売業が，消費者の夢を掻き立てるような新しい世界や新しい生活空間を提示すること
によって，消費者が日常性から脱却できる気晴しの機会を提供する必要がある。こうした小売業の
機能は，レジャー活動に対する社会的なニーズがますます強まり多様化していくなかで，今後はき
わめて重要な要素となっていくはずである。
　小売業は，商品，店舗および関連施設の多様性と充実度はもちろんのこと，創造性，豊かさ，自
由さ，楽しさが必要であり，消費者の多様化と使い分けに対して，キメの細かい対応が求められて
いる。
　3．小売業の諸形態
　小売業の形態は，時代とともに取扱い商品別販売から，消費者ニーズ別商品販売を重視する傾向
に少しずつ変化している5》。新しい形態は，小売業が特定の社会における歴史的・社会的・経済的な
諸条件の変化を活用し，対象とする消費者のニーズに適合した経営諸戦略の組み合わせによって創
出される6）。すなわち，消費者を満足させる業種から業態にまとめあげる事に成功した小売業によっ
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て生み出されてくる。それでは業態とは何なのか，それは商品（品揃え），価格，サービス面で，何
らかのイノベーションを体化したものとして，店舗形態，販売態様，価格設定方式の統一体である
と言える7）。
　小売業の形態を動態的な展開で法則性を見出す理論仮説としては，（1）マックネァー（M．P．
McNair）の仮説，（2）リーガン（WJ．　Regan）の仮説，（3）ニールセン（0．　Nielsen）の仮説が一般に
良く知られている8）。本項では，最も代表的な（1）マックネァーの仮説である「小売りの輪」について
述べてみる。この理論は，小売り形態の変化を循環論の立場から分析している。①アメリカで19世
紀の後半から百貨店，チェーン・ストア，スーパーマーケット，ディスカウント・ハウス等が相次
いで出現した。②新しい小売り形態は，低価格を基礎として低い営業経費が可能となる革新的な方
　　　　　　　　　　　　　　　　　図表II－3－1　小売りの輪
???
　　　　　　売業が参入していく
資料：晃洋書房「図説小売業」
法によって，消費者を引きつけようとする。③新しい小売り形態は，消費者の支持を得て，競争相
手の小売り形態から顧客を奪い取って成長する。④取扱商品の品質を向上させ，店舗の立地規模，
設備を改善し，販売促進にも一層努力する等の格上げ（trade　up）が始まる。⑤次第に営業経費が
上がり，マージンの上昇を余儀なくさせ，低価格訴求は不可能になってくる。⑥それが「弱み」と
なって，次の革新的小売業が，新しいアイデアと低コストで参入する可能性を生む。以上のように
形態の展開を説明している。日本の小売り業態を考察すると，スーパーの出現は仮説通りであるが，
専門化業態の多様な発展は説明しにくい。しかし，業態循環論の有効性を評価するアメリカの研究
者は，①小売り業態の変化は，消費者の買い物行動の変化によって影響する。②形態変化の基準を，
小売り業者のコストの大小やそれにともなう価格設定の高低で説明することは妥当でない。と述べ
ている。この修正仮説を用いるとコンビニエンス・ストアの業態は，高マージン，高価格の小売業
であり，買い物時間の短縮，営業時間の長期性，買いやすさを考慮すると消費者の「買い物コスト」
は，他の業態と比較して，決して高くないと推測できる9）。また，郊外ショッピング・センターやロ
ードサイド・ショップも低マージン，低価格の業態だけとは限らないが，車による店舗アクセス（接
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近）の良さや駐車場の整備等を考慮すると，先に述べたように消費者の「買い物コスト」は低下す
る。消費者の買い物行動にもとつく業態の革新は，小売業態の多様化，個性化，短命化は避けられ
ない。消費者が，買い物コストの極小化と買い物満足の極大化を求めるために，小売業態間競争は
今後とも続くのである1°）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）西村林著者r現代マーケティング論〔改訂版〕」税務経理協会，1977年，182ページ参照。
2）伊藤允博著者『現代の流通経済一アメニティ時代の流通』税務経理協会，1990年，75ページ参照。
3）沖茂稿「中小小売業の役割と構造変化」日経産業消費研究所編者r入門・現代流通産業』日本経済新聞社，1992
　年，110～111ページ参照。
4）牛窪一省著者『商圏開発の戦略と実践一エリア・マーケティングによる成長店づくり一』ダイヤモンド社，1981
　年，46～47ページ参照。
5）前掲『現代の流通経済一アメニティ時代の流通』79ページ参照。
6）鈴木安昭稿「小売業の諸形態」，鈴木安昭・田村正紀著者『商業論』有斐閣，1980年，152ページ参照。
7）中野安稿「現代日本小売業の構造と動態」，糸園辰雄・中野安・前田重朗・山中豊国編者r転換期の流通経済1小
　売業』大月書店，1989年，2ページ。
8）鈴木安昭著者『新・流通と商業』有斐閣，1993年，147～149ページにこれら3つの仮説が図表を用いて説明がな
　されている。
9），10）矢作敏行稿「小売業態間競争の展開」，宮澤健一・高丘季昭編r流通の再構築』有斐閣，1991年，178ページ
　参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　III事例研究
　　　　　　　　　　一相模原市における都市再開発事業を事例として一
　1．相模原市の概要
　相模原市は，神奈川県北部の相模台地にあり，東京都心に約40km，横浜へは約25kmの所に位置し
ている。地形が平坦であり交通の便が良いことから，内陸工業都市として急速に成長している。
　1992年3月末現在における人口数は536，601人，世帯数は73，526世帯であり，ここ5年間の増加率
は，人口数で109．7％，世帯数で118．8％になる。また，小売業売場面積は381，732　m2であり，1988年
と比較して57，747m2，117．8％の増加である。第1種大型店は店舗数16店舗，売場面積131，968m・，
第2種大型店は店舗数40店舗，売場面積53，649m・となっている。相模原市内には，小田急小田原線，
小田急江ノ島線，京王相模原線，JR横浜線，　JR相模線の5線が通っており，そして，　JR横浜線に
沿って，国道16号線がある。相模原市の場合，中心となる商店街が1カ所でないことが大きな特徴
である。
　相模原市の『商業振興ビジョン』では，相模大野地区，相模原西門地区，橋本地区を3大拠点と
している。さらに，上溝地区，小田急相模原地区，淵野辺地区，東林間地区を含めた合計7地区で
の開発が進められている1）。そのなかで，相模大野地区は，市の南部の拠点であり，経済・文化の中
心地として広域的な発展が期待されている。また，相模大野駅は，小田急線のほぼ中央に位置し，
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小田原線と江ノ島線の分岐点であるとともに，相模原市の南の玄関口として重要な役割を担ってい
る。
　2．相模大野地区の商業地整備の基本方針
　商業地整備の基本方針は，次の通りである2）。
（1）商業機能の充実・強化
　多様化，個性化する消費者ニーズに対応するため，商業の集積を図るだけでなく，多様で質の高
い商業環境を整える。
（2）地区の魅力づくりとイメージの向上
　文化機能等商業を補完する多様な機能を複合的に配置するとともに，優れた都心景観の形成によ
って地区の魅力を創出し，イメージの向上を図る。
（3）商業地を支える交通体系の確立
　地区の商業等の活動を支え，安全で快適な交通環境を形成し，地区への接近性を高めるため，総
合的な交通体系を確立する。
　以上の3つが，計画を実現するための柱としている。
　3．相模大野北ロ区域整備計画
　相模大野北口区域を活力と魅力のある商業地，そして，都市間競争力をもった広域的な商業地と
するために，商業機能の役割や業種を整備する計画である3）（図表III－　3－1）。
（1）ターミナルゾーン（出会いのまち）
　①駅前のゾーンは，多くの人々が集まる利点を十分に活かし，鉄道利用客等への情報や様々な
サービス提供の拠点とする。②当ゾーンには，医療センター跡地の都市型百貨店に対応して，買回
り品の2核構造を生み出すための商業核を配置する。③当ゾーンには，次の様な業種，施設の導入
を図る。＠商業核としての専門店（駅ビル）。⑤ファッション，身回り品の専門店。◎書籍，飲食専
門店街。④情報サービスステーション（プレイガイド，サテライトスタジオ，ビデオテックスによ
る相模大野案内ステーション等）。◎ホテル。
（1）複合ショッピングセンター（ハイセンスな賑わいのまち）
　①駅前モールを中心とするゾーンは，「相模大野商業」全体の核的存在として，様々な商業・文化・
レクリエーション機能の高度な複合ゾーンを形成し，多様かつ個性化する消費者ニーズへの対応を
図る。②当ゾーンには，モール沿いに核的商業施設を配置するとともに，銀座通り方面との回遊性
を強化するため，既存大型店の再整備と立体駐車場の組み合わせによるサブ拠点を生み出す。③当
ゾーンには，次のような業種，施設の導入を図る。④総合大型店，クレジットデパート。⑤駅前モ
ール沿いを中心に専門店群や，ファーストフード等の飲食店群。◎スポーツ，レジャー，カルチャ
ー施設。⑥コンベンションホテル（会議宴会機能に重点をおいたホテル）。◎結婚式場，銀行等の
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業務施設。
（3）商業・みとり・文化複合ゾーン（ゆとりと潤いのまち）
　①医療センター跡地を首都圏の中核都市に相応した広域レベルを対象にした高次な都市機能を担
うゾーンとして，また，新しい相模大野のシンボルゾーンとして整備する。②当ゾーンは，商業核
としての都市型百貨店や文化，レクリエーション施設，近隣公園，交通施設からなる複合拠点とす
る。③医療センター跡地および周辺整備基本計画調査では，次のような施設が計画されている。③
相模大野地区のシンボルの一つとファッション性，文化性の高い都市型百貨店。⑤相模原市南部地
域の文化の拠点となる複合文化施設（文化ホール，図書館，メヂカルセンター）。
　◎当地区への車によるアクセス性を高める交通施設（自動車駐車場，バスプール，自転車駐輪場）。
＠来街者の憩いの場としての公園。
　このように相模大野商業の中核をなす区域であり，広域商圏を対象にした買回り品を中心とする
商業ゾーンとして，新しい『相模大野の顔』となるだろう。
図表lll・－3－1　相模大野駅北口区域商業ゾーン
複合ショッピングゾ＿ン　　　　　　　　　　　　　　商業・みどり・文化複合ゾーン
・総合大型店・クレジットデパート　　　　　　　　　　　　　　　　・都市型百貨店
。専門店・飲食店・コンベンションホテル・結婚式場　　　　　　　　　　・複合文化施設・公園
・スポーツ・レジャー・カルチャー施設・その他業務施設　　　　　　　　・自動車駐車場・自転車駐輪場
　　　　　　　　　　　　　　　　襟羅『ヨ
　　　　　　　　　　ψ・
　　　　　　　　　’
　　　　　　　　／
i画核的施設皿主要商業軸
ターミナルゾーン
・ファッション専門店群・書店・ホテル
・飲食店・情報サービスステーション
資料：相模原市企画調整局相模大野駅周辺対策室『相模大野周辺商店
　　街区整備計画』1985年、85ページ。
一442　一
　4．相模大野駅ビルの概要4）
　駅舎と一体となる「相模大野駅ビル」は，飲食・物販・サービス等の商業施設と，ホテル・スポ
ーツ・カルチャー等を複合させた『新都市複合開発型ビル』である。北口と南口を線路の上空でつ
なぐ，幅18mのアトリウム空間がある南北自由通路，その通路を通って北口駅前広場ペデストリア
ンデッキに接続させている（図表III－4－1）。相模大野駅周辺は，21世紀に備える複合都市づくり
を目指して，いま大きく変わろうとしている。相模大野駅ビルの完成は，1996年秋を予定している。
図表111－4－1相模大野駅ビルの概要
①名　　称　小田急相模大野ステーションシティー（仮称）
②構造規模　鉄骨鉄筋コンクリート造り
　　　　　地下4階地上14階、塔屋1階
③敷地面積　17，593m2
③延床面積　99，720m2
　　　　　0駅　ビ　ル88，092m2
　　　　　0　都市計画駐車場　11，628m2
⑤施設構成
　●物　販　29，000m2
　　　　　0　専門大店　14，000m2
　　　　　0専門店15，000m2
　●飲食・サービス
　●ホテル　客室　約150室　宴会場
　●スポーツ・映画・ギャラリー
⑥付帯施設
　　　　　○　駐車場台数　約500台
　　　　　　　　　　（このうち都市計画駐車場　212台）
　　　　　○　駐輪場台数　約500台
　5．商圏と人口・世帯動向
（1）相模原市の人口・世帯数
　商圏の核となる相模原市の人口は536，601人，世帯数は194，526世帯（1992年3月31日現在）であ
った。出店時（1996年）における相模原市の人口は575，271人，世帯数は222，914世帯になると推定
される（図表III－5－1）。
（2）商圏の設定
　商圏とは「商いの場」であり，商いを成立させる地域的な条件をもった空間的な広がりである。
それは経営と生活と地域によって作り出される地域的な経済空間でもある5）。今回の出店において
は，商圏の区分を次の通りとする（図表III－5－1）。
　①　第1次商圏
　買回り品の買い物先が，第1順位の相模大野駅前商業地となる地域。来街頻度が週間性で相模原
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図表lll－5－1相模原市の人口・世帯数
人　口 世　帯
1990年518，252人181，718世帯（実績）
1991年526，448人187，549世帯（実績）
1992年536，601人194，526世帯（実績）
1993年546，018人201，265世帯（推定）
1994年555，600人208，237世帯（推定）
1995年565，350人215，450世帯（推定）
1996年575，271人222，914世帯（推定）
※1：計算式
92年相模原市の人・・（ll年騰鶉会獣
※2：世帯数の算出も上記の式を使用した。
資料：住民基本台帳より作成。
市内圏域。人口536，601人。世帯数194，526世帯。
　②　第2次商圏
　買回り品の買い物先としては，新宿，厚木，横浜，にも多少は出向するが，相模大野駅前商業地
へ交通条件からも距離的にみても無理のない地域。
　来街頻度が月間性の圏域。町田市。人口350，350人。世帯数123，100世帯。
　③　第3次商圏
　買回り品中心で，距離的にも相模原駅前商業地とはやや離れる地域。来街頻度が2カ月に1回程
度で相模原駅前商業地へ来街が期待される圏域。
　大和市，座間市，海老名市。人口415，964人。世帯数151，686世帯。商圏全体では人口1，302，915人，
世帯数469，321世帯（1992年3月31日現在）となる。
　商圏は，出店する際の店舗における商品構成，売上高，販売促進等を考える上で，きわめて重要
な関係にある。出店する店舗が周辺の商店街をしのぐような顧客吸引力をもっている場合，商圏は
より大きいものとなる。
　6．成立性の検証
　相模原市への出店に関する計画案について1991年データベース6）を使用して計算事例7）を示し，検
証することにする。
（1）店舗開発の指標の意味づけ
　①　相模原市の商業人口
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図表111－5－2商圏内人口・世帯
1992年 1996年（推定）
商圏 都市名 人　口 世　帯 人　口 世　帯
1次 相模原市 　　人T36，601
　世帯
P94，526
　　人
T75，271
　世帯
Q22，914
2次 町田市 350，350123，100364，420135，270
3次 大和市
ﾀ間市?????
196，025
P12，822
P07，117
73，526
S1，931
R6，229
208，242
P20，109
P14，566
82，867
S7，921
S0，973
合計 1，302，915469，3121，382，608529，945
資料：住民基本台帳より作成。
一欝離閣離灘籍・県人・
一、ll轟酷円・・，93・，52・人一・・4，264万人
　神奈川県の人口（行政人口）は，1991年3月31日現在の住民基本台帳による人口である。商業人
口は，相模原市における小売業でみた吸収人口である。相模原市が属する神奈川県の1人当たり購
買額を基準に，相模原市の1人当たり購買額が，その何倍にあたるかを算出（小売り吸引力指数）
し，それに神奈川県の行政人口をかけて求めた人口である。商業人口が多いほど購買力（商業力）
があり，近隣の市区町村から吸引していることを示している。
②相模原市の小売業支持人口
　＿　　相模原市の商業人ロ
　ー相模原市の全小売業の売場面積
一lll：器一1・32
　出店する相模原市の消費者数と商業施設量との需給バランスを判断する指数である。この指数が
大きい場合は，相模原市1　mi当たり商業人口が多い状態を意味し，商圏が広く客数で恵まれた都市
という解釈ができる。逆にこの指数が小さい場合は，商業人口が少なく小売業全体が商売しにくい
状況にある。通常は1．20～1．25で商売安定都市であるが，相模原市はそれ以上の数値であり，商売
繁盛可能都市である。
　③　相模原市の大型店支持人口
　＿　　　相模原市の商業人口
　m相模原市の第1種大型店店舗面積
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一欝一・・38
　相模原市にある大型店の量が，多いか少ないかを示す指数である。この指数が大きい場合は，相
模原市における大型店の出店量がまだ少なく，その上，1　m2当たり商業人口が多く恵まれているた
め，大型店出店余力を残している。逆に指数が小さい場合は，相模原市の大型店が過密になってい
る状態である。人口30万人以上都市では3。4程度が類似都市の平均である。相模原市は，平均値より
0．42ポイント高い数値の大型店支持人口が得られている。
　④相模原市の顧客流出入比率
　　　　　相模原市の商業人口
　｝相模原市の1991年3月末行政人口
一欝一・・96
　この指数が1．0を越えれば周辺の市町村からの集客があり，商圏が広いことを意味する。逆に指数
が1．0を下れば，④相模原市の商業地に核店舗が不足している。◎相模原市の商店街が未発達。㊦相
模原市の商店街全体が老化現象をきたしている等が考えられる。人口10万人以上の都市では1．15程
度が平均である。今後，相模原市は，商店街の再開発やそれにともなう大型店の出店等，新たな商
業機能確立に向けて活性化が進むものとみられる。
　⑤相模原市の大型店占有率および小売商業施設充足度
　相模原市の1991年9月現在における大型店は，第1種大型店で店舗数16店舗，売場面積131，968m‘，
第2種大型店で店舗数40店舗，売場面積53，649㎡，合計で店舗数56店舗，売場面積185，617msである。
　　④大型店占有率
　＿第1種・第2種大型店の面積
　一　　全小売業の総面積
≒器・1・・％－48・・％
⑤小売商業施設充足度
　　　　全小売業の総面積
m相模原市の1991年3月末行政人口
一繍一・・725㎡／人
　算出した大型店占有率と小売商業施設充足度から，類似都市グループのマトリックスを用いて判
定してみる8）（図表III－6－2）。相模原市は，大型店舗の占有の程度および小売商業施設充足度の
程度が，いずれも『中水準』程度都市であると言える。
　⑥相模原市の第1種大型店占有率および小売商業施設充足度
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図表lll－6－2大型店占有率・充足度のマトリックス
相　　模　　原　　市
占　有　率（％）
高（1／3）　　　中（1／3）　　低（1／3）
No．7類似都市グループの値 ～55．2～　　　～43．0～
高（1／3） A B C
～0，74～
充　足　度 中（1／3） D E F
～0．58～
低（1／3） G H 1
資料：通商産業省産業政策局流通産業課編集『1992年度大規模小売店舗法法規
　　　集』（財）通商産業調査会，1992年，39ページより作成。
　④第1種大型店占有率
＿第1種大型店の面積
一全小売業の総面積
一器1鶏i・…％－34・・％
⑤小売商業施設充足度
＿　　　全小売業の総面積
一相模原市の1991年3月末行政人口
一lll：1嶽一・・725㎡／人
図表lll－6－3　第1種大型店占有率・充足度のマトリックス
相　　模　　原　　市
占　有　率（％）
高（1／3）　　　中（1／3）　　低（1／3）
No．7類似都布グループの値 ～37．7～　　　　　　　～23．9～
高（1／3） A B C
～0．74～
充　足　度 中（1／3） D E F
～0．58～
低（1／3） G H 1
　　　　　　　資料：通商産業省産業政策局流通産業課編集『1992年度大規模小売店舗法法規
　　　　　　　　　集』（財）通商産業調査会，1992年，39ページより作成。
　算出した第1種大型店占有率と小売商業施設充足度から，類似都市グループのマトリックスを用
いて判定してみる（図表III－6－3）。相模原市は，大型店舗の占有の程度および小売商業施設充足
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一447一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
度の程度が，いずれも『中水準』程度都市であると言える。この結果をみると，相模原市における
大型店舗占有の程度および小売商業施設充足度の程度は，大型店全体および第1種大型店でみても，
両者とも『中水準』程度の都市であると言える。
　⑦相模原市における第1種大型店の類似都市並み適正面積
　＿全小売業の売場面積×平均占有率一既存大型店面積
　一　　　　　　　　1一平均占有率
　　　　　　　　　　　　図表ll1－6－4　人口規模別・第1種大型店平均占有率
人口規模別都市 平均値 人口規模別都市 平均値
11大都市 31．0％5～10万人の都市30．0％
30万人以上の都市42．0％3～5万人の都市24．0％
20～30万人の都市38．0％1．5～3万人の都市20．0％
10～20万人の都市34．0％
資料：板倉勇著者『大型店VS．商店街《改訂版》』中央経済社，
　　　1990年，198ページより作成。
※1：この占有率は，第1種大型店過密都市の状況を判断す
　　　る目安として利用するものである。
一381732㎡c％㌔131・968㎡一48，869㎡
　大型店占有率（図表HI－6－4）の平均に合わせて，出店面積を逆算してみた。この結果として
相模原市の場合には，48，896m・の商業施設が必要である計算が成り立つ。
　7．新店舗売上高予測
　出店時（1996年）における新店舗売上高を予測する。算出に対しては，次の資料を使用した。
（1）新店舗の売場効率
　相模原市にある第1種大型店の売場効率（1992年実績1，051千円／m’）から，1996年の売場効率
推定額を算出して使用する。
　R×（1十9）n
　1，051千円／Ms×（1＋0．03）4＝1，182千円／m2
　上記の式より1，182千円／m2と推定して使用する。
（2）新店舗の売場面積
　相模原市における第1種大型店の類似都市並み適正面積は48，896miである。相模大野駅ビル出店
時の売場面積は，専門大店として大店法第3条届出にもとつく審議済売場面積14，000mZとする。
（3）新店舗の初年度売上高予測
　売場効率×売場面積＝初年度年間売上高
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　1，182千円／M2×14，000m’＝16，548百万円
　月平均売上高では137，900万円の数値となる。計画地の立地条件および競合条件から推定して，こ
の数値の売上高は確保できると思われる。
　8。新店舗売上高に対する商圏の割合
　各個店舗の商圏は，種類，規模の大小や取扱商品などにより異なる。
　一般的にみて，大型店のほうが，また，最寄り店より高級店のほうが広い商圏をもっているとい
える。各個店舗が必要な商圏を設定する場合は，次のような計算式で求めることが理論的に可能で
ある9）。
　これをもとにして，1996年における第1次商圏の必要世帯数と，第5節で算出した第1次商圏の
推定世帯数を検証してみることにする。
（1）第1次商圏の消費占拠率一1992年（推定）
－1世融たり消費呈盟籍纏、次醐内世騰・…
－192，、｛器腰監、蹄・1・・一・・28
図表III－8－1小売り消費支出額（月）
1989年 1991年 1996年
i推定）
382，188円383，798円387，853円
1／2 191，094円191，899円193，926円
※1：92年の月間売上高は122，617万円と仮定する。
　　　1，051千円／m2×14，000m2＝14，714百万円
　　92年の小売り消費支出額は，192，303円（推
　　定）。
　　92年の第1次商圏内世帯数は，194，526世帯
　　　（実績）。
※2：計算式
・・鞘費支出額・（ll雛費支出額）n
資料：東洋経済「93年地域経済総覧』1992年より作
　　　成。
（2）第1次商圏における必要世帯数一1996年（推定）
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　　年間必要売上高
1世帯当たり年間消費支出額
　　　100?
　消費占拠率
一響・擶一216…3世帯
（3）必要世帯数に対する推定世帯数の割合
一器・…％－1・2・81％
　計算上において，1996年の第1次商圏では，216，813世帯が必要世帯数となる。住民基本台帳より
作成した1996年の第1次商圏推定世帯数は，222，914世帯と予想される。この数値を検討してみると，
商売の核となる第1次商圏は，商圏規模として十分に成立可能性がある地域と言えるだろう。売上
高に対する商圏の割合は，競合店の状況，新店舗の駐車能力，あるいは道筋等で変化するし，割合
に対する考え方も様々である。通常の割合は，第1次商圏10％，第2次商圏30％，第3次商圏10％
が一般的に平均値であると言われている1°｝。ここでは，この平均値を利用することにする。
図表llトS－1新店舗売上高予想額（月額）
商圏 新店売上
ｰ予測額
@　万円
売上げに
ﾎする商
翌ﾌ割合
@　　％
1996年
｢帯数
@　戸
96年小売
闖ﾁ費支
o額
@　　円
潜在購買額
@　　万円
占拠率
@　％
1次 82，740 60 222，914193，9264，322，8821．91
2次 41，370 30 135，270193，9262，623，2371．58
3次 13，790 10 171，76193，9263，330，8920．41
合計 137，900100 529，945193，92610，277，011一
資料：板倉勇著者『大型店VS．商店街《改訂版》』中央経済社、1990年，203
　　　ページより作成。
（3）推定世帯数
　1996年の商圏内の推定世帯数は，『図表HI－5－2　商圏内人口・世帯』の数値を利用する。
（4）小売消費支出額（月平均）
　1996年の小売消費支出額（月平均）は，神奈川県勤労者1世帯当たり消費支出額（月平均）より
推定した。ところで消費支出額は，④商品を買うための支出，＠サービスその他を買うための支出
が一緒に混ざっている。小売業の支出は，④だけでいいので調べた支出額の半分を棄てることにす
る『図表III－8－1　小売り消費支出額』参照。
（5）新店舗の潜在購買額
　ここの商圏内の消費者全体の買物支出額。言いかえると，新店舗に商圏内の全世帯が買物に来店
したら，1ケ月当たりどのくらいの金額になるかという意味である。
⑥　新店舗の占拠率
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　第1・2・3次商圏別における顧客の新店舗吸引力である。ここでは月平均売上高137，900万円を
達成するために，各商圏から必要な顧客吸引力の目安である。
　9．新店舗出店の展望
　出店を論ずる場合には，④その地域に根ざす人々の消費と流通の問題，◎既存商業集積地の活性
化の問題，◎都市間競合の問題，㊥企業戦略の問題，等を広く波及させ，大きな視野で論ずる必要
がある11）。
　これらのデータをみるかぎり計画地は，ハード面で立地条件として好適地だといえる。消費者に
とって魅力ある店づくり，商店街の「核となる条件」の品揃え等，ソフト面の充実が，専門大店と
地域商店街を共存共栄させることができる要因である。専門大店の魅力で，いかに新規顧客を集め
ることができるかは，核店舗の使命であろう。
　また，相模大野駅ビルは，小田急線相模大野駅と直結された立地条件の良さから，とくに百貨店
の『のれん』にこだわらない消費者を捉え，売上げを伸ばすことが必要である。専門大店として品
揃えの豊さと創造性を発揮した差別化を図らないと，多くの消費者が百貨店へ流れる可能性があり，
差別化された商品政策の成否にかかってこよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）東洋経済『全国大型小売店総覧’92』1991年，107ページ参照。
2）相模原市企画調整局相模大野周辺対策室「相模大野駅周辺商店街区整理計画」1985年，71ページ参照。
3）前掲r相模大野駅周辺商店街区整理計画」84～85ページ参照。
4）小田急電鉄『相模大野駅改良工事・駅ビル建設工事』1992年，参照。
5）室井鉄衛著者『商圏の知識』日本経済新聞社，1979年，50ページ。
6）東洋経済「92地域経済総覧』1991年，『’93地域経済総覧』1992年，参照。
7）板倉勇著者「大型店VS．商店街《改訂版》』中央経済社，1990年，196～198ページ，202～203ページ参照。
8）⑤，⑥，相模原市の大型店占有率および小売商業施設充足度の算出については，通商産業省産業政策局流通産業
　　課編集『1992年度大規模小売店舗法法規集』囎通商産業調査会，1992年，39　・一　40，51，59ページ参考にして検討
　　した。
9）出牛正芳著者『市場調査入門』同文舘出版，1990年，255～257ページ参照。
10）売上高に対する商圏の割合は，第1次商圏70％，第2次商圏20％，第3次商圏10％，という考え方もある。
11）前掲『大型店VS商店街《改訂版》』186ページ参照。
IV　商業活動の新しい方向について
　1．地域商業の近代化・活性化
　地域商業は，都市（地域）の成り立ちと深く関わっており，今日における「都市（地域）の顔」
である。都市の内部をみれば，中心部の繁華街，住宅地域，あるいは郊外と言った性格を異にする
いくつかの地域がある1）。地域商業の実態をみると，駅ビル，地下街，駅前商店街等は，交通機関の
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優位性によって成立している。また，シティエッジや郊外立地の大型店，ショッピングセンター，
ロードサイドストアは，車の走りやすい道路条件と十分な駐車場の存在を第1条件として存立して
いる2｝。そのなかで小売業は，消費者の物的欲求充足のために，①消費者の低価格に対する欲求を主
たるターゲットに選んで，低価格販売を可能にするような技術革新に取り組むこと。②消費者の高
品質商品とファンシーな雰囲気，およびサービスに対する欲求に着目すること。③消費者の各種の
便利性に対する欲求を重視して，それに対応する新機軸を考察しようとすること3）。等，環境の変化
へ積極的に対応する業種，業態を目指して活動することが必要である。
　地域経済，地域社会，地域文化の発展を支え，その原動力となるのは小売業の活力である。地域
商業は，立地産業であり店舗を活動基盤としているため4），小売業の業種，業態における立地の優劣，
適不適が，地域商業の存立を大きく支配しているのは言うまでもない。とくに，行政と組んだ都市
再開発においては，商業活動をより活発にさせるために，総合的な都市の魅力や施設機能の充実が
課題である。小売業が自助努力を行い，体質強化並びに競争力強化をつけ，そこに適合した店づく
りを積極的に行い来街を促し，経済生活圏域の消費者に満足を与えることが重要である。都市再開
発等で巨額な投資を行い，地域商業の環境整備事業を実施しても，各小売店レベルでのMD（マー
チャンダイジング）や店舗施設が旧態依然のままになっている地域商店街もみられる。
　都市化の進展と消費者ニーズの多様化が進むなかで，各小売店レベルのイノベーションがなくて
地域商業の近代化，活性化は不可能である。消費者に新しい生活価値を創造し，提案していく小売
業種・業態が，21世紀に生き残ることができる小売業であると言える。
　2．中小小売業経営と街づくり
　中小小売業は，多様化，個性化した消費者ニーズに対応できる小回りのきく経営特性として，経
済的効率性が評価されている。そして，地域住民の日常生活に直結した地域文化の担い手として，
社会的，文化的機能を果たす社会的有効性を推進している5）。しかし，多くの中小小売業の経営者の
経営に対する姿勢，あるいは経営能力は，自店優先の傾向が多く自店中心である。中小小売業の活
力は，「活力をもった大多数」（vital　majority），「刷新的機能」（regenerative　function）と言われ
る側面6｝をもっているが，「自分たちの商店街の衰退」，あるいは「立地条件の変化」等が，中小小売
業の経営に大きく左右される実態を敏感に受け取るべきである。そして，自店の存続のために経営
の近代化を，どう取り組むかについて中小小売業が真剣に考える時，経済性のみを追求してきた経
営活動から一歩前進して，常に消費者ニーズの将来変化を予測する時代に適合した経営でなければ
ならない。
　今後の街づくりは（図表IV－2－1），商店街だけの範囲から，それを取り巻く地域との関係や地
域消費者の利益に対する配慮等がポイントになる。中小小売業の経済的な制約やその規模的な零細
性の側面から，投資効果に対する不安があるかも知れない。だが，街づくりは，利益目標間の関連
からみる限り，長期的目標を実現するためのものであり，経済主体としての商店街における街つく
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りは，副次的活動として認識されることが必要である7）。新たな視点で「地域商店街の繁栄」，すな
わち，「街づくり」を考える時，中小小売業が地域の主役である地域住民に支持される街づくりであ
り，商店街の経営者の立場より，地域消費者の立場が優先される発想をもつことである。中小小売
業が，環境変化に対応して，地域商店街だけの機能ではなく，生活文化の場や地域コミュニティの
核として捉え，地域に根ざした街づくりの推進である。
図表IV－2－1街づくりの視点
これまでの街づくり 今　後　の　街　づ　く　り
対象範囲 商　店　街 商店街を取り巻く地域
主　　体 小売業者のみ 小売業者を核として地域消費者を含む
目　　的 小売業者利益のみ 長期的小売業者利益における副次的目標
期　　間 短期・中期 長期
成果配分 小売業者 小売業者，地域消費者，関係機関
意　　識 利益追求 小売業者と地域消費者の共同利益
現象形態 アーケード，アーチ 植樹，モール，経営サービス，地域イメージの向上
資料：田中道夫・浜田恵三著者『街づくりの新たな視角」中央経済社，1992年，30ペー
　　　ジより作成。
　3．複合商業集積の可能性
　都市（地域）商業において活力のある小売業の育成には，まず望ましい都市環境づくりが必要で
あり，商業の恒久的発展や近代化には，それに相応しい街づくりが前提条件であることを認識して
おくべきである8）。商業集積の概念は，さまざまな側面から規定することができる。
　本節では，小売業が一定の地域内や建物に集積し，これが商業集積効果をもち，一体として商業
機能を果たしているものと捉えることにする。また，商業集積効果を消費者の立場からみると，一
定の地域内や建物の範囲内で，一定の生活シーンに対応するニーズを満たすことが可能であると考
えることができる9）。商業集積をその商業性格に応じた地域マーチャンダイジング機能lo）として3つ
の型でみると，①広域型商業集積は，きわめてファッション性の高い衣料品，文化品，身回り品等
の買回り品が中心となる非日常生活関連商品の提供。②地域型商業集積は，日常生活に必要な商品
がほとんであるが，きわめてファッション性の高い商品は少なく，買回り品プラスー部最寄り品が
中心となる日常生活関連商品の提供。③近隣型商業集積は，日常生活の必需品が主体で一部買回り
品もあるが，最寄り品が中心となる日常生活関連商品の提供。以上のように捉えることができる。
このように，都市再開発にあたっては，地域特性を生かした魅力ある商業集積の構築が望まれる。
　また，都市再開発における駅ビルやショッピングセンターの商業集積にあたっては，①地域の中
小小売業の数社が，企業家精神を発揮し，核的な役割を果たした商業集積を推進する。②専門大店
を核とし，地域の中小小売業との有機的な複合による商業集積を推進する。③大型店（百貨店，量
販店等）を核とし，これと地域商店街との棲み分け，共存共栄が可能な商業集積を推進する。これ
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らの3つのタイプが考えられる。小売業は，消費者の価値観・ライフスタイルが多様化していくな
かで，①消費者の生活全体ニーズを総合的に供給するものとしての「総合的生活提案を行う業態」，
②消費者の合理性追求に対応して「低価格販売を志向する業態」，③消費者の個別化に対応して「専
門性を追求する業態」，④消費者の多様なライフスタイルに合わせて「利便性を追求する業態」等1’）
の環境変化に対応した商業集積の展開を図っていく必要がある。
　地域にある小売業のコンセンサスを得て都市再開発事業計画が決まり，建設工事が始まってしま
えば，業種・業態の変更は難しい。しかし，小売業の意識・行動の変容は，再開発事業完成後にお
いても可能である。複合商業集積は，地域商業の新しい一歩を進めるために不可欠な要素であり，
参加している小売業のみならず，国または地方自治体にとって，また，地域消費者や地域社会にと
っても有益でなくてはならない。
　4．　むすび
　都市再開発とは，都市（地域）の近代化を合言葉に，都市構造を再編し，都市機能を更新し，土
地の高度利用を図るために行われる都市改造である。さらに近年は，経済活性化施策とも連動して
商業開発と合わせてホテル，スポーツ・レジャー施設を含むレクリエーショシ開発にまで拡大して
いる12）。これからの小売業の方向としては，次の視点でリストラクチャリングに取り組んで行く必要
があるだろう。リストラクチャリングとは，企業が将来の成長を測って現在の事業構造を改編して
行く行為である。具体的には，多角化事業の整理統合や主事業の転換等の戦略的再構築やそのプロ
セスを指している13）。
　①身軽でコンパクトな業態，すなわち，商圏と経営効率から考え適正規模でなければならない。
とくに，出店に際しては，マーケットの売上げ規模からみていくらの投資が適正なのかであり，投
資からみての売上げ規模ではない。
　②いつでも拡大できる要素をもたなければならない。消費者が望むように変化できる柔軟性があ
る経営体質をもつことであり，よく言われる苗床機能を備える必要がある。
　③顧客にどんな満足を提供することができるかである。たとえば，競合関係にある商業集積に対
して何らかの点で差別化を図ることができ，ハード面とソフト面の相乗効果で，比較優位性を発揮
することができる店づくりが望まれる。
　④小売業のあり方は，経済の中心価値が生産から消費に移行するにつれて，業種から業態へと移
行すると言われている。小売業が本質としてもっている革新性をフルに発揮して，新しい時代の新
しい業態を創造することである。
　以上の4点が注目すべき課題であろう。21世紀に向かって小売業は，大規模小売店舗法の緩和，
人件費や物流コストの高騰等，構造的な問題と景気後退による売上高の低迷によって収益力が悪化
しており，今後，一段と業種・業態間，企業間格差が開くものと考えられる。
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